
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内に住民票があり、下記の（１）～（３）のいずれかに該当する人の属する世帯 

（１） 身体障害者手帳を所持する人のうち、総合等級 で 1級・2級 に該当する人。 

（２） 身体障害者手帳を所持する人のうち、体幹・下肢機能障害 で ３級 に該当する人。 

（３） 大阪府より、療育手帳 A判定の判定を受けた人。 

 

 

 

本市内に所在し、持家または借家で、対象世帯が現に住んでいる住宅。 

借家の場合は、住宅の所有者の承認を得ること。 

 

 

 

便所、浴室、玄関、廊下、階段、台所、居室等を障害の程度及び状況に応じて、 

安全かつ利便性に優れたものとするために必要と市が認める改造に要する経費。 

※申請した年度内（3月末まで）に工事を完了する必要があります。 

 

 

 

対象経費と 500,000円を比較していずれか少ないほうの額を基準として、 

生計中心者の前年分の所得税額に応じた割合を乗じた額（端数切捨て）。 

ただし、既に多数の申請があり当該年度の予算が不足する場合は、助成できないことがあります。 

生活保護または所得税非課税 基準額の全額（最大 500,000円） 

所得税 40,000円以下 基準額の 2/3（最大 333,333円） 

所得税 40,001円～70,000円 基準額の 1/2（最大 250,000円） 

所得税 70,001円以上 助成対象外 

 

  

対象世帯  

重度障害者等住宅改造費助成事業 

対象となる住宅  

重度の障害のある方が住み慣れた地域で、自立し、安心して生活ができるよう、 

現にお住いの住宅の改造に係る経費を助成します。 

対象経費  

助成金の額  



 

 

 

 

「重度障害者等住宅改造助成金交付申請書」に必要事項をご記入のうえ、地域共生推進課へ提出してください。 

その際、添付書類として下記の書類も必要です。 

（１）工事費見積書の写し 

（２）工事箇所の図面及び写真 

（３）生計中心者の前年分（１月から６月に申請する場合にあっては前々年分）の源泉徴収票等、 

所得税の課税額を証明する書類 

（４）借家の場合は、家主の住宅改造に係る承諾書 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

Q ： 日常生活用具給付事業の住宅改修費（最大 200,000円）との併用は可能ですか。 

A : 可能ですが、同じ経費に対して 2重で給付を受けることはできません。 

 

Q ： 介護保険の住宅改修費（最大 200,000円）との併用は可能ですか。 

A :  可能ですが、同じ経費に対して 2重で給付を受けることはできません。 

 

Q ： 自分が払った所得税の額がわかりません。 

A : 一度、下記問い合わせ先までご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ】 

地域共生推進課 障害福祉係 （泉佐野市役所 １階 ⑦番窓口） 

電話 ０７２－４６３－１２１２（代） 

FAX 072－４６３－８６００ 

申請方法   

 

 

 

 

よくあるお問い合わせ   


